
●平成29年の改正で新たに設けられた「住宅確保要

配慮者向け賃貸住宅の制度」、「登録住宅の改修や

入居者への経済的な支援」、「住宅確保要配慮者に

対する居住支援」等の制度について十分な理解が得

られ、事務の仕方がわかる！

●「住宅セーフティネット法」に基づく賃貸住宅供給促

進計画の策定、住宅登録事務、居住支援協議会の

運営等の事務を行うために必要な関係法令、告示

や通知を参考資料として掲載！
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逐条解説
住宅セーフティネット法
住宅セーフティネット法制研究会　編　　A5判・316頁　定価　本体2,300円＋税

「住宅セーフティネット法」
唯一の逐条解説書！
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Ⅰ．関係法令
•住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する法律
•住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する法律施行規則
•国土交通省・厚生労働省関係住宅確保要配慮
者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法
律施行規則

Ⅱ．関係告示
•住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する基本的な方針
•住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する法律施行規則第十一条ただし書
及び第十二条第二号ロの国土交通大臣が定め
る基準
•住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する法律施行規則第三条第十号の著
しく異常かつ激甚な非常災害として国土交通
大臣が定める災害等
•家賃債務保証業者登録規程
•賃貸住宅管理業者登録規程
•賃貸住宅管理業務処理準則
Ⅲ．関係通知

板垣勝彦著

住宅市場と行政法
耐震偽装、まちづくり、
住宅セーフティネットと法

Housing Market and Administrative Law

住宅市場と行政法―耐震偽装、まちづくり、住宅セーフティネットと法
住宅行政を担当する自治体職員が把握すべき住宅行政法制の全体像を分かり易く整理
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